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１．緊急時活動レベル（ＥＡＬ） 

１）原子力災害対策指針に基づく警戒事象 

ＥＡ

Ｌ区

分 

ＥＡ

Ｌ番

号 

施

設

区

分 

ＥＡＬ事象 説  明 

そ
の
他
脅
威 

― 

共 

通 

＜所外通信連絡機能の一部喪失＞ 

原子力事業所外との通信のための設

備の一部の機能が喪失すること。 

・「原子力事業所外との通信のための設備の一部の機能が喪

失する」とは、原子炉の運転中において、緊急時対策所か

ら所外へ通信する手段のいずれかが、どれか 1つの手段の

みとなる場合をいう。 

・「どれか 1つの手段のみとなる場合」とは、設備的に異な

る公衆回線、専用回線、ネットワーク回線等の通信回線にお

いて、どれか 1つの手段のみとなった場合をいう。 

― 

①＜地震発生（震度６弱以上）＞ 

当該原子力事業所所在市町村におい

て、震度６弱以上の地震が発生したと

き。 

①茨城県大洗町又は鉾田市において震度６弱以上の地震が発

生した場合をいう。 

 

 

②同左 

 

 

 

 

③同左 

 

上記①から③の事象については、原子力事業者からの連絡は

不要とする。 

― 

②＜オンサイト統括が警戒を必要と

認める重要な故障等発生＞ 

オンサイト統括が警戒を必要と認め

る当該原子炉施設の重要な故障等が

発生したとき。 

― 

③その他原子炉施設以外に起因する

事象が原子炉施設への影響を及ぼす

おそれがあることを認知した場合等

原子力規制委員会委員長又は委員長

代行が警戒本部の設置が必要と判断

した場合 

冷
や
す 

― 

常 

陽 

＜電源供給機能の異常（その 1：交流

電源喪失）＞ 

原子炉の運転中に非常用交流母線か

らの電気の供給が 1系統のみとな

り、その状態が 15分以上継続するこ

と又は外部電源喪失が 3時間以上継

続すること。 

原子炉の運転中において、外部電源が喪失し、2系統（C

系、D系）ある非常用ディーゼル発電機による電源のうち、

1系統を残して 15分以上機能を喪失した場合又は外部電源

喪失が 3時間以上継続した場合 

「原子炉の運転中」とは、「原子炉冷却材温度が 260℃以上で、

炉心に照射された燃料が装荷されている状態」をいう（以下、

この表の常陽において同じ。）。 

― 

＜使用済燃料貯蔵槽に関する異常＞ 

使用済燃料貯蔵槽の液位が一定の液

位まで低下すること。 

液位が照射済燃料集合体の頂部から上方 6メートルまで低下

し、2日以内に回復できない場合 

「使用済燃料貯蔵槽」とは、原子炉附属建物内水冷却池をい

う。また、「液位」とは水の液位をいう。 
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閉
じ
込
め
る 

― 

＜障壁の喪失＞ 

燃料被覆管障壁もしくは原子炉冷却

系障壁が喪失するおそれがあること

又は、燃料被覆管障壁もしくは原子

炉冷却系障壁が喪失すること。 

原子炉の運転中において、以下のいずれか一つの障壁が喪失

した場合。 

①燃料被覆管障壁が喪失したとき。  

・燃料破損検出系の計数率が保安規定に定める運転上の制限

を超過 

②原子炉冷却系障壁が喪失したとき。  

・保安規定に定める炉内ナトリウム液面低低以下及び保安規

定に定めるナトリウム漏えい（原子炉冷却材ナトリウム）を

確認 

そ
の
他
脅
威 

― 

＜原子炉制御室等に関する異常＞ 

原子炉制御室その他の箇所からの原

子炉の運転や制御に影響を及ぼす可

能性が生じること。 

原子炉の運転中において、放射線レベルの上昇等により、運

転員が原子炉制御室の操作盤及び原子炉制御室外操作盤での

操作が容易にできなくなった場合 

具体的には、運転員の防護具（半面マスク等）の装着の要否

で判断する。 

「原子炉制御室」とは、中央制御室のことをいう。 

― 

＜所内通信連絡機能の一部喪失＞ 

原子力事業所内の通信のための設備

の一部の機能が喪失すること。 

原子炉の運転中に原子炉施設に何らかの異常が発生した場合

において、常陽施設から緊急時対策所へ通信する手段がどれ

か 1つの手段のみとなった場合 

「原子炉施設に何らかの異常が発生した場合」とは、原子炉

で異常な過渡変化等が発生した場合をいう。 

「どれか 1つの手段のみとなった場合」とは、設備的に異な

る公衆回線、専用回線、ネットワーク回線等の通信回線にお

いて、どれか 1つの手段のみとなった場合をいう。 

― 

＜火災又は溢水の発生＞ 

重要区域において、火災又は溢水が

発生し、安全機器等の機能の一部が

喪失するおそれがあること。 

重要区域（安全上重要な構築物、系統又は機器※（以下「安

全機器等」という。）を設置する区域をいう。）において、火

災又は溢水により、安全機器等の機能に支障が生じ、同一の

機能を有する系統のうち使用できる系統又は機器が１系統の

みとなった場合 

ただし、原子炉停止後 60日以上経過後を除く。 

「火災」とは、常陽施設内に施設される設備や仮置きされた

可燃性物質（難燃性を含む。）が燃焼し、この状態を解消す

るために消火器、消火設備等を使用することが必要なものを

いう。  

「溢水」とは、常陽に施設される機器の破損等による漏水又

は消火栓等の系統の作動による放水が原因で、系統外に放出

された流体をいう（滞留水、流水及び蒸気を含む。）。 

 

※ 設置変更許可申請書において、安全機器等の詳細が許可さ

れた場合に改めて選定する。 

冷
や
す 

― 

Ｈ
Ｔ
Ｔ
Ｒ 

＜使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失

のおそれ＞ 

使用済燃料貯蔵槽の水位を維持でき

ないこと又は当該貯蔵槽の水位を測

定できないこと。 

・「使用済燃料貯蔵槽」とは、原子炉建家内使用済燃料貯蔵プ

ールをいう。 

・「水位を維持できない」とは、使用済燃料の貯蔵中において、

原子炉建家内使用済燃料貯蔵プールの水位が通常水位-

1.0mを計測した場合をいう。 

・「水位を測定できない」とは、直接的又は間接的な手段によ

って液面若しくは水面の位置が確認できない場合をいう。 

閉
じ
込
め
る 

― 

＜単一障壁の喪失＞ 

 燃料被覆管障壁が喪失すること又

は原子炉冷却系障壁が喪失すること。 

・「燃料被覆管障壁が喪失」とは、原子炉運転中に 1次冷却材

放射能計装により、被覆燃料粒子の被覆層破損率 1％に相

当する 0.07MBq/㎝ 3を検出した場合をいう。 

・「原子炉冷却系障壁が喪失」とは、原子炉運転中に「C/V圧

力高 C/V 隔離」警報により工学的安全施設である原子炉

格納容器が隔離された場合をいう。 
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・「原子炉運転中」とは、制御棒の引抜きを開始した時点から

全制御棒の挿入を完了するまでをいう。ただし、制御棒位

置校正試験、制御棒動作確認試験、燃料交換等において制

御棒を引き抜く場合等は除く。（以下、この表の HTTRにお 

いて同じ。）。 

そ
の
他
脅
威 

― 

＜所内通信連絡機能の一部喪失＞ 

 原子力事業所内の通信のための設

備の一部の機能が喪失すること。 

・「原子力事業所内の通信のための設備の一部の機能が喪失

する」とは、原子炉運転中において、「HTTRから緊急時対策

所へ通信する手段」がどれか 1 つの手段のみとなる場合を

いう。 

・「どれか 1つの手段のみとなる場合」とは、設備的に異なる

公衆回線、専用回線、ネットワーク回線等の通信回線にお

いて、どれか 1つの手段のみとなった場合をいう。 

― 

＜重要区域での火災・溢水による安全

機能の一部喪失＞ 

 重要区域において、火災又は溢水が

発生し、安全機器等の機能の一部が喪

失するおそれがあること。 

 

・「重要区域」とは、安全上重要な構築物、系統又は機器が設

置されている場所をいう。 

・「安全機器等」とは、安全上重要な構築物、系統又は機器※

をいう。 

・「安全機器等の機能の一部が喪失するおそれ」とは、火災又

は溢水により、安全機器等の機能に支障が生じ、同一の機

能を有する系統又は機器が 1系統のみとなることをいう。 

・「火災」とは、HTTR内に施設される設備や仮置きされた可燃

性物質（難燃性を含む。）が燃焼し、この状態を解消するた

めに消火器、消火設備等を使用することが必要なものをい

う。 

・「溢水」とは、HTTRに施設される機器の破損による漏水又は

消火栓等の系統の作動による放水が原因で系統外に放出さ

れた液体をいう（滞留水、流水及び蒸気を含む。）。 

 

※ 設置変更許可申請書において、安全機器等の詳細が許可さ

れた場合に改めて選定する。 

冷
や
す 

― 

Ｊ
Ｍ
Ｔ
Ｒ 

＜原子炉冷却材の漏えい＞ 

原子炉の運転中に原子炉冷却材の

漏えいが起こり、定められた措置を実

施できないこと。 

原子炉の運転中に一次冷却系配管破損検出系が作動した場

合において、運転手引に定められた一次冷却系配管破損検出

系が作動した場合の措置のうち一次冷却系統の停止ができ

ない場合 

・「原子炉運転中」とは、「保安規定に定める「運転開始命令」

が出された後から、保安規定に定める「運転停止後の措置」

が確認されるまでの間」をいう（以下、この表の JMTRにお

いて同じ。）。 

― 

＜全交流電源喪失＞ 

全ての非常用交流母線からの電気

の供給が停止すること。 

原子炉運転中、全ての交流母線からの電気の供給が停止した

場合 

・全交流電源喪失が発生しても燃料要素が破損することはな

いが、時間経過により監視装置のバッテリーが使用不能と

なり、監視機能が喪失する可能性があるため ALとする。 

― 

＜停止中の原子炉冷却機能の一部喪失＞ 

原子炉停止中に当該圧力容器内の

水位が水位低設定値まで低下するこ

と。 

原子炉停止中に、炉心に燃料要素が装荷された状態で、炉心

液面が-700mmに達した場合 

・「原子炉の停止中」とは、「原子炉の運転中以外の状態」を

いう。 

― 

＜使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失 

のおそれ＞ 

使用済燃料貯蔵施設の水位が一定

の水位まで低下すること。 

基準水位から-500mmに達した場合。ただし、点検等により水

位を-500mm以下にする期間を除く。 

閉
じ
込
め
る 

― 

＜単一障壁の喪失＞ 

 燃料被覆障壁若しくは原子炉冷却

系障壁が喪失するおそれがあること

又は燃料被覆障壁もしくは原子炉冷

却系障壁が喪失すること。 

原子炉運転中に、以下の障壁が喪失した場合（いずれか一つ

が該当した場合） 

①燃料被覆障壁が喪失 

・「燃料破損」信号が発報した場合 

②原子炉冷却系障壁が喪失 

・「原子炉入口圧力低低」信号が発報した場合 

そ
の
他

脅
威 ― 

＜原子炉制御室他の機能喪失のおそれ＞ 

 原子炉制御室その他の箇所からの

原子炉の運転や制御に影響を及ぼす

可能性が生じること。 

原子炉運転中に、放射線レベルの上昇等により、運転員が原

子炉制御室の操作が容易にできなくなった場合 



 

4 
 

― 

＜所内通信連絡機能の一部喪失＞ 

 原子力事業所内の通信のための設

備の一部の機能が喪失すること。 

原子炉の運転中において、「JMTR から緊急時対策所へ通信す

る手段が、どれか 1つの手段のみとなった場合 

・「どれか 1つの手段のみとなった場合」とは、設備的に異な

る公衆回線、専用回線、ネットワーク回線等の通信回線に

おいて、どれか 1つの手段のみとなった場合をいう。 

― 

＜重要区域での火災・溢水による安全機 

能の一部喪失＞ 

 重要区域において、火災又は溢水が

発生し、安全機器等の機能の一部が喪

失するおそれがあること。 

重要区域において、火災又は溢水が発生し、安全機器等の機

能の一部が喪失するおそれがある場合 

・「重要区域」とは、安全上重要な構築物、系統又は機器が

設置されている場所をいう。 

・「安全機器等」とは、安全上重要な構築物、系統又は機器
※をいう。 

・「安全機器等の機能の一部が喪失するおそれ」とは、火災

又は溢水により、安全機器等の機能に支障が生じ、同一の

機能を有する系統又は機器が 1系統のみとなることをい

う。 

・「火災」とは、JMTR内に施設される設備や仮置きされた可

燃性物質（難燃性を含む。）が燃焼し、この状態を解消す

るために消火器、消火設備等を使用することが必要なもの

をいう。 

・「溢水」とは、JMTR に施設される機器の破損による漏水又

は消火栓等の系統の作動による放水が原因で、系統外に放

出された液体をいう（滞留水、流水及び蒸気を含む。）。 

 

※ 廃止措置計画認可申請書において、安全機器等の詳細が

認可された場合に改めて選定する。 
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２）原災法第１０条第１項に基づく特定事象 

ＥＡ

Ｌ区

分 

ＥＡ

Ｌ番

号 

政令 

又は規則 

施

設

区

分 

ＥＡＬ事象 説  明 

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出 

SE01 

政令第４

条第４項

第１号 

 

指針 

施設敷地

緊急事態

を判断す

る EAL① 

共 

通 

＜敷地境界付近の放射線量の上昇＞ 

・原災法第 11 条第１項の規定により設置された放

射線測定設備の一又は二以上について 5μSv/ｈ

以上のとき。 

・原災法第 11条第１項の規定により設置された放射

線測定設備の全てについて 5μSv/ｈを下回ってい

る場合において、当該放射線測定設備の一又は二

以上についての数値が 1μSv/h 以上であるとき

は、中性子線測定用可搬式測定器により測定され

た放射線量と当該放射線測定設備における放射線

量を合算した値が 5μSv/h以上のとき。 

 （中性子線の測定は、中性子線（自然放射線による

ものを除く。）が検出されないことが明らかとな

るまでの間、行う。） 

・原災法第 11条第 1項に基づく

放射線測定設備 

Ｐ－１、Ｐ－２、Ｐ－６、Ｐ

－１１、Ｐ－１３、Ｐ－１５ 

 

 

ただし、次の場合を除く。 

・排気筒モニタリング設備等の

測定設備及び当該測定設備に

より検出された数値に異常が

認められない場合（5μSv/ｈ

以上となっている原因を直ち

に原子力規制委員会に報告す

る場合に限る。） 

・当該数値が落雷の時に検出さ

れた場合 

SE02 

政令第４

条第４項

第２号 

 

指針 

施設敷地

緊急事態

を判断す

る EAL② 

 

規則第７

条第１号

チ 

 

＜通常放出経路での気体放射性物質の放出＞ 

・施設の排気筒その他これらに類する場所におい

て、通報事象等規則第 5条に基づく放射性物質の

種類に応じた通報設定レベルを超える放出があ

ったとき。 

・濃度の測定により管理すべき空気中の放射性物質

にあっては、通報事象等規則第５条に定められる

放射性物質の種類又は区分に応じた空気中濃度限

度等を排気筒その他これらに類する場所における

１秒間当たりの放出風量で除して得た値に、当該

放射性物質が放出される地点の特性に係る通報事

象等規則別表１（第５条関係）に基づく係数を乗

じて得た値（10分間以上継続） 

・放射能の測定により管理すべき放射性物質にあっ

ては、通報事象等規則第５条に定められる放射性

物質の種類又は区分に応じた空気中濃度限度等

に、当該放射性物質が放出される地点の特性に係

る通報事象等規則別表２（第５条関係）に基づく

係数を乗じて得た値（累積） 

・計測設備 

排気ダストモニタ 

 

・通報レベルは別途定める。 



 

6 
 

SE03 

政令第４

条第４項

第２号 

＜通常放出経路での液体放射性物質の放出＞ 

・施設の排水口その他これらに類する場所において

通報事象等規則第５条に定められる放射性物質の

種類に応じた水中濃度限度の 50 倍に相当する放

出があったとき。 

・各施設の排水設備において、

排水の都度、測定された放射

性物質の濃度 

 

・通報レベルは別途定める。 

SE04 

政令第４

条第４項

第３号 

＜火災爆発等による管理区域外での放射線の放出＞ 

・施設の内部に設定された管理区域外の場所におい

て、次に掲げる放射線量が通報事象等規則第 6 条

第 2 項、第 3 項及び第 4 項で定めるところにより

検出されたとき。 

 

50μSv/h以上の放射線量(10分間以上継続) 

・計測器等 

γ線測定用サーベイメータ 

・測定が困難である場合にあっ

て、その状況に鑑み当該の水

準が検出される蓋然性が高い

場合には、当該放射線量の水

準が検出されたものとみな

す。 

線
量
・
放
射
性
物
質
放
出 

SE05 

政令第４

条第４項

第３号 

＜火災爆発等による管理区域外での放射性物質の放

出＞ 

・施設の内部に設定された管理区域外の場所(排気

筒、排水口その他これに類する場所を除く。)にお

いて次に掲げる放射性物質が通報事象等規則第 6

条第 2 項、第 3 項及び第 4 項で定めるところによ

り検出されたとき。 

 

 当該場所におけるその放射能水準が 5μSv/h

の放射線量に相当するものとして通報事象等規

則第 6 条第 2 項で定める基準以上の放射性物質

の検出 

・計測器等 

可搬型ﾀﾞｽﾄ測定装置 

 

・測定が困難である場合にあっ

て、その状況に鑑み当該の水

準が検出される蓋然性が高い

場合には、当該放射性物質の

濃度の水準が検出されたもの

とみなす。 

SE06 

政令第４

条第４項

第５号 

＜施設内（原子炉外）臨界事故のおそれ＞ 

・臨界状態（原子核分裂の連鎖反応が継続している

状態をいう。）のおそれがある。 

・核燃料物質を取扱う施設の内部において、核燃料

物質の形状による管理、質量による管理等が損な

われる状態 

・臨界状態の発生の蓋然性が高い状態 

・連鎖反応が継続しているとは

中性子線エリアモニタ又は中

性子サーベイメータにて中性

子線が確認されている状態を

いう。 

そ
の
他
脅
威 

― 

規則 
第 7 条 
第 1 項 
第 1 号 
表中 
ホ-（4） 

＜所外通信連絡機能の全て喪失＞ 
原子力事業所外との通信のための設備の全ての機能

が喪失すること。 

・「原子力事業所外との通信の

ための設備の全ての機能が喪失

する」とは、原子炉の運転中に

おいて、公衆回線、専用回線、

ネットワーク回線等の通信回線

の全ての機能が使用できなくな

ることをいう。 
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― 

規則 
第 7 条 
第 1 項 
第 1 号 
表中 チ 

＜その他原子炉施設以外に起因する事象による原子

力施設への影響＞ 

その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設

に影響を及ぼすおそれがあること等放射性物質又は

放射線が原子力事業所外へ放出され、又は放出され

るおそれがあり、原子力事業所周辺において、緊急

事態に備えた防護措置の準備及び防護措置の一部の

実施を開始する必要がある事象が発生すること。 

・核燃料物質等使用施設 

・廃棄物管理施設 

「原子炉施設以外に起因する事

象（地震、竜巻、テロ等）」が

発生し、プラントの安全を維持

する機能に不具合を引き起こす

ような事象が発生した場合 

冷
や
す 

― 

規則 
第７条 
第１項 
第１号 
表中 
ニ-（１） 

常 

陽 

＜原子炉冷却機能の異常（冷却材の漏えい）＞ 
原子炉の運転中に原子炉冷却材を汲み上げる設備の

機能を超える原子炉冷却材の漏えいが発生するこ

と。 

原子炉の運転中において、1 次

冷却系より、オーバーフロー系

の汲み上げ機能を上回る漏えい

率 11t/h の原子炉冷却材ナトリ

ウムの漏えいが発生した場合。 
「原子炉の運転中」とは、「原子

炉冷却材温度が 260℃以上で、

炉心に照射された燃料が装荷さ

れている状態」をいう（以下、こ

の表の常陽において同じ。）。 

― 

規則 
第７条 
第１項 
第１号 
表中 
ニ-（２） 

＜原子炉冷却機能の異常（残留熱除去機能喪失）＞ 
原子炉の運転中に主冷却系による当該原子炉から熱

を除去する機能が喪失した場合において、当該原子

炉から残留熱を除去する機能が喪失すること。 

原子炉の運転中において、原子

炉停止後、強制循環による除熱、

すなわち、1 次冷却系、2 次冷却

系(1 次系主モータ又はポニーモ

ータ、2 次系自然循環運転)及び

補助冷却系による残留熱除去に

失敗した場合 

― 

規則 
第７条 
第１項 
第１号 
表中 
ニ-（３） 

＜電源供給機能の異常（その 1：交流電源喪失）＞ 
原子炉の運転中に全ての交流母線からの電気の供給

が停止し、かつ、その状態が 5 分以上継続すること。 

原子炉の運転中において、外部

電源が喪失し、非常用ディーゼ

ル発電機による電源の供給にも

失敗した場合 

― 

規則 
第７条 
第１項 
第１号 
表中 
ニ-（４） 

＜電源供給機能の異常（その 2：直流電源喪失）＞ 
原子炉の運転中に非常用直流母線が 1 となった場合

において、当該直流母線に電気を供給する電源が 1
となる状態が 5 分以上継続すること。 

原子炉の運転中において、2 系

統（C 系、D 系）ある整流装置、

蓄電池、直流母線の組合せのう

ち、1 系統を残して機能を喪失

した場合 

― 

規則 

第７条 

第１項 

第１号 

表中 

ニ-（５） 

＜停止中の原子炉に関する異常＞ 

原子炉の停止中に当該原子炉を冷却する全ての機能

が喪失すること。 

原子炉の停止中において、原子

炉容器内に照射済燃料集合体が

ある場合において、当該原子炉

を冷却する全ての機能(1次冷却

系、2次冷却系、補助冷却系、予

熱窒素ガス系、遮蔽コンクリー

ト冷却系)が喪失した場合。 

ただし、原子炉停止後 60日以

上経過後を除く。 

「原子炉の停止中」とは、「原子

炉の運転中以外の状態」をいう。 
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閉
じ
込
め
る 

― 

規則 

第７条 

第１項 

第１号 

表中 

ニ-（７） 

＜障壁の喪失＞ 

燃料被覆管の障壁が喪失した場合において原子炉冷

却系の障壁が喪失するおそれがあること、燃料被覆

管の障壁及び原子炉冷却系の障壁が喪失するおそれ

があること、又は燃料被覆管の障壁若しくは原子炉

冷却系の障壁が喪失するおそれがある場合において

原子炉格納容器の障壁が喪失すること。 

原子炉の運転中において、以下

のいずれか一つが該当した場合 
①燃料被覆管障壁が喪失し、か

つ、原子炉冷却系障壁が喪失す

るおそれがあること。 

②燃料被覆管障壁が喪失するお

それがあり、かつ、原子炉冷却

系障壁が喪失するおそれがある

こと。 

③燃料被覆管障壁が喪失するお

それがあり、かつ、原子炉格納

容器障壁が喪失 

④原子炉冷却系障壁が喪失する

おそれがあり、かつ、原子炉格

納容器障壁が喪失  

ここで、「燃料被覆管障壁が喪

失するおそれ」は、原子炉停止

後、強制循環による除熱に失敗

した場合とする。 

「原子炉冷却系障壁が喪失する

おそれ」は、原子炉冷却材温度

が原子炉冷却系障壁の設計温度

を超過した場合とする。 
「原子炉格納容器障壁が喪失」

は、以下のいずれか一つが該当

した場合とする。 
・原子炉格納容器圧力を所定の

圧力に維持できない場合 
・アイソレーション信号発信後

も直接放出経路がある場合 

そ
の
他
脅
威 

― 

規則 

第７条 

第１項 

第１号 

表中 

ニ-（６） 

＜原子炉制御室等に関する異常＞ 

原子炉制御室が使用できなくなることにより、原子

炉制御室からの原子炉を停止する機能又は原子炉か

ら残留熱を除去する機能が喪失すること。 

原子炉施設に何らかの異常が発

生した場合において、原子炉制

御室に火災等の事象が発生し、

全ての操作員が退避しなければ

ならない場合 

ただし、原子炉停止後 60日以

上経過後を除く。 

「原子炉制御室」とは、中央制御

室のことをいう。「原子炉施設に

何らかの異常が発生した場合」

とは、原子炉で異常な過渡変化

等が発生した場合をいう（以下、

この表の常陽において同じ。）。 
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― 

規則 

第７条 

第１項 

第１号 

表中 

ニ-（７） 

＜所内通信連絡機能の全て喪失＞ 

原子力事業所内の通信のための設備の全ての機能が

喪失すること。 

原子炉の運転中に原子炉施設に

何らかの異常が発生した場合に

おいて、「常陽施設から緊急時対

策所へ通信する手段」が全て喪

失した場合 

 

― 

規則 

第７条 

第１項 

第１号 

表中 

ニ-（７） 

＜火災又は溢水の発生＞ 

火災又は溢水が発生し、安全機器等の機能の一部が

喪失すること。 

火災又は溢水により、安全機器

等※の機能に支障が生じ、同一の

機能を有する系統又は機器が全

て使用できなくなったとき。  

ただし、原子炉停止後 60日以

上経過後を除く。 

「火災」とは、常陽施設内に施

設される設備や仮置きされた可

燃性物質（難燃性を含む。）が

燃焼し、この状態を解消するた

めに消火器、消火設備等を使用

することが必要なものをいう。  

「溢水」とは、常陽に施設され

る機器の破損等による漏水又は

消火栓等の系統の作動による放

水が原因で、系統外に放出され

た流体をいう（滞留水、流水及

び蒸気を含む。）。 

 

※ 設置変更許可申請書におい

て、安全機器等の詳細が許可さ

れた場合に改めて選定する。 

― 

規則 

第７条 

第１項 

第１号 

表中 

ニ-（７） 

＜その他原子炉施設以外に起因する事象による原子

力施設への影響＞ 

その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設

に影響を及ぼすおそれがあること等放射性物質又は

放射線が原子力事業所外へ放出され、又は放出され

るおそれがあり、原子力事業所周辺において、緊急

事態に備えた防護措置の準備及び防護措置の一部の

実施を開始する必要がある事象が発生すること。 

「原子炉施設以外に起因する事

象（地震、竜巻及びテロ等）」が

発生し、プラントの安全を維持

する機能に不具合を引き起こす

ような事象が発生した場合 

止
め
る 

― 

規則 
第 7 条 
第 1 項 
第 1 号 
表中 
ホ-（1） 

Ｈ
Ｔ
Ｔ
Ｒ 

＜原子炉停止機能の全て喪失＞ 

原子炉の非常停止が必要な場合において、原子炉を

停止する全ての機能が喪失すること。 

原子炉の非常停止が必要な場合

において、制御棒及び後備停止

系（バックアップスクラム系）に

よって原子炉が停止できない場

合であって、「原子炉圧力容器上

鏡温度高」警報が発報した場合 
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冷
や
す 

― 

規則 
第 7 条 
第 1 項 
第 1 号 
表中 
ホ-（2） 

＜原子炉冷却機能の全て喪失＞ 

原子炉を冷却する全ての機能が喪失すること。 

原子炉運転中に主冷却系と非常

用冷却系が同時に停止した場合

であって、「原子炉圧力容器上鏡

温度高」警報が発報した場合 

・「原子炉運転中」とは、制御棒

の引抜きを開始した時点から全

制御棒の挿入を完了するまでを

いう。ただし、制御棒位置校正試

験、制御棒動作確認試験、燃料交

換等において制御棒を引き抜く

場合等は除く（以下、この表の

HTTRにおいて同じ。）。 

閉
じ
込
め
る 

― 

規則 
第 7 条 
第 1 項 
第 1 号 
表中 
ホ-（4） 

＜2つの障壁の喪失＞ 

 燃料被覆管障壁が喪失した場合において原子炉

冷却系障壁が喪失すること。 

 

・「燃料被覆管障壁が喪失」と

は、原子炉運転中に 1 次冷却

材放射能計装により、被覆燃

料粒子の被覆層破損率 1％に

相当する 0.07MBq/㎝ 3を検出

した場合をいう。 

・「原子炉冷却系障壁が喪失」と

は、原子炉運転中に「C/V圧力

高 C/V隔離」警報により工学

的安全施設である原子炉格納

容器が隔離された場合をい

う。 

そ
の
他
脅
威 

― 

規則 
第 7 条 
第 1 項 
第 1 号 
表中 
ホ-（3） 

＜原子炉制御室の機能喪失＞ 

原子炉制御室が使用できなくなること。 

原子炉運転中において運転員が

原子炉制御室に留まることがで

きなくなった場合 

― 

規則 
第 7 条 
第 1 項 
第 1 号 
表中 
ホ-（4） 

＜所内通信連絡機能の全て喪失＞ 

 原子力事業所内の通信のための設備の全ての機

能が喪失すること。 

・「原子力事業所内の通信のた

めの設備の全ての機能が喪失

する」とは、原子炉運転中にお

いて、公衆回線、専用回線、ネ

ットワーク回線等の通信回線

の全ての機能が使用できなく

なることをいう。 
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― 

規則 
第 7 条 
第 1 項 
第 1 号 
表中 
ホ-（4） 

＜火災・溢水による安全機能の一部喪失＞ 

 火災又は溢水が発生し、安全機器等の機能の一部

が喪失すること。 

 

・「火災」とは、HTTR内に施設さ

れる設備や仮置きされた可燃

性物質（難燃性を含む。）が燃

焼し、この状態を解消するた

めに消火器、消火設備等を使

用することが必要なものをい

う。 

・「溢水」とは、HTTRに施設され

る機器の破損による漏水又は

消火栓等の系統の作動による

放水が原因で系統外に放出さ

れた液体をいう（滞留水、流水

及び蒸気を含む。）。 

・「安全機器等※の機能の一部が

喪失」とは、火災又は溢水によ

り、安全機器等の機能に支障

が生じ、同一の機能を有する

系統が全て使用できなくなる

ことをいう。 

 ただし、安全機器等の機能が

要求されない期間を除く。 

 

※ 設置変更許可申請書におい

て、安全機器等の詳細が許可

された場合に改めて選定す

る。 

― 

規則 
第 7 条 
第 1 項 
第 1 号 
表中 
ホ-（4） 

＜防護措置の準備及び一部実施が必要な事象発生

＞ 

 その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉

施設に影響を及ぼすおそれがあること等放射性物

質又は放射線が原子力事業所外へ放出され、又は放

出されるおそれがあり、原子力事業所周辺におい

て、緊急事態に備えた防護措置の準備及び防護措置

の一部の実施を開始する必要がある事象が発生す

ること。 

・「その他原子炉施設以外に起

因する事象」とは、HTTR外部

からの自然現象の影響や人的

行為によって、プラントの安

全を維持する機能に不具合を

引き起こすような事象をい

う。 

止
め
る 

― 

規則 
第 7 条 
第 1 項 
第 1 号 
表中 

ホ-（1） 

Ｊ
Ｍ
Ｔ
Ｒ 

＜原子炉停止の失敗又は停止確認不能＞ 

原子炉の非常停止が必要な場合において、原子炉

を停止する全ての機能が喪失すること。 

原子炉の非常停止が必要な場合

において、制御棒の挿入が確認

できない場合又は停止したこと

を確認することができない場合 

冷
や
す 

― 

規則 
第 7 条 
第 1 項 
第 1 号 
表中 

ホ-（4） 

＜原子炉冷却材漏えいによる非常用原子炉 

冷却装置作動＞ 

 原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を

必要とする原子炉冷却材の漏えいが発生した場合

において、非常用炉心冷却装置等で注水が直ちにで

きないこと。 

原子炉の運転中に一次冷却系配

管破損検出系が作動した場合に

おいて、漏えい水再循環設備に

より圧力容器内に注水できない

場合 

・「原子炉運転中」とは、「保安

規定に定める「運転開始命令」

が出された後から、保安規定

に定める「運転停止後の措置」

が確認されるまでの間」をい

う（以下、この表の JMTRにお

いて同じ。）。 
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― 

規則 
第 7 条 
第 1 項 
第 1 号 
表中 

ホ-（4） 

＜停止中の原子炉冷却機能の喪失＞ 

 原子炉の停止中に圧力容器内の水位が非常用炉

心冷却装置（当該原子炉へ低圧で注水するものに限

る。）が作動する水位まで低下した場合において、

全ての非常用炉心冷却装置による注水ができない

こと。 

原子炉停止中に炉心に燃料要素

が装荷された状態で、炉心液面

が-3000mmに達した場合  

・「原子炉の停止中」とは、「原

子炉の運転中以外の状態」を

いう。 

― 

規則 
第 7 条 
第 1 項 
第 1 号 
表中 

ホ-（4） 

＜使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失＞ 

 使用済燃料貯蔵施設の水位を維持できないこと

又は当該貯蔵施設の水位を維持できていないおそ

れがある場合において、当該貯蔵施設の水位を測定

できないこと。 

基準水位から-2000mm に達した

場合、又は当該貯蔵施設の水位

を維持できていないおそれがあ

る場合において、直接的又は間

接的な手段によって当該貯蔵施

設の水位を測定できない場合 

― 

規則 
第 7 条 
第 1 項 
第 1 号 
表中 
ホ-（2） 

＜原子炉冷却材漏えい時における非常用炉心冷却

装置による注水不能＞ 

原子炉を冷却する全ての機能が喪失すること。 

原子炉の運転中に一次冷却系配

管破損検出系が作動した場合

で、漏えい水再循環設備で圧力

容器に注水できず、かつ純水補

給設備等による給水ができない

場合 

閉
じ
込
め
る 

― 

規則 
第 7 条 
第 1 項 
第 1 号 
表中 
ホ-（4） 

＜2つの障壁の喪失＞ 

 燃料被覆の障壁が喪失した場合において原子炉

冷却系の障壁が喪失すること、又は燃料被覆の障壁

若しくは原子炉冷却系の障壁が喪失する場合にお

いて炉室内の負圧が喪失すること。 

原子炉運転中に、以下の障壁が

喪失又は喪失のおそれがある場

合（いずれか一つが該当した場

合） 

①燃料被覆障壁が喪失し、かつ

原子炉冷却系障壁が喪失した

場合 

・燃料破損検出系が作動し、水

漏れ監視プログラム発報、漏

水検知器発報及び排水貯槽の

上昇を確認した場合 

②燃料被覆障壁が喪失し、かつ

炉室内負圧が喪失した場合 

・燃料破損検出系が作動し、炉

室内負圧値が 59Pa 以下の場

合 

③原子炉冷却系障壁が喪失し、

かつ炉室内負圧が喪失した場

合 

・一次冷却系配管破損検出系が

作動し、炉室内負圧値が 59Pa

以下の場合 

・「原子炉運転中」とは、「保安規

定に定める「運転開始命令」が

出された後から、保安規定に

定める「運転停止後の措置」が

確認されるまでの間」をいう

（以下、この表の JMTRにおい

て同じ。）。 
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そ
の
他
脅
威 

― 

規則 
第 7 条 
第 1 項 
第 1 号 
表中 
ホ-（3） 

＜原子炉制御室機能喪失・警報喪失＞ 
原子炉制御室が使用できなくなること。 

原子炉制御室に火災等の事象が

発生し、計測制御系統が正常に

作動しない場合又は原子炉若し

くは使用済燃料貯蔵施設に異常

が発生した場合において、計測

制御系統の一部が喪失した場合 
・「火災」とは、JMTR内に施設

される設備や仮置きされた可

燃性物質（難燃性を含む。）

が燃焼し、この状態を解消す

るために消火器、消火設備等

を使用することが必要なもの

をいう（以下、この表の

JMTRにおいて同じ。）。 

― 

規則 
第 7 条 
第 1 項 
第 1 号 
表中 

ホ-（4） 

＜所内通信連絡機能の全て喪失＞ 

 原子力事業所内の通信のための設備の全ての機

能が喪失すること。 

原子力事業所内の通信のための

設備の全ての機能が喪失した場

合 

・「原子力事業所内の通信のた

めの設備の全ての機能が喪失

した場合」とは、原子炉の運

転中において、公衆回線、専

用回線、ネットワーク回線等

の通信回線の全ての機能が使

用できなくなることをいう。 

― 

規則 
第 7 条 
第 1 項 
第 1 号 
表中 

ホ-（4） 

＜火災・溢水による安全機能の一部喪失＞ 

火災又は溢水が発生し、安全機器等の機能の一部が

喪失すること。 

火災又は溢水により、安全機器

等※の機能に支障が生じ、同一

の機能を有する系統又は機器が

全て使用できない場合  

ただし、安全機器等の機能が要

求されない期間を除く。 

・「溢水」とは、JMTRに施設され

る機器の破損による漏水又は

消火栓等の系統の作動による

放水が原因で系統外に放出さ

れた液体をいう（滞留水、流

水及び蒸気を含む。）。 

 

※ 廃止措置計画認可申請書に

おいて、安全機器等の詳細が

認可された場合に改めて選定

する。 

― 

規則 
第 7 条 
第 1 項 
第 1 号 
表中 

ホ-（4） 

＜防護措置の準備及び一部実施が必要な 

事象発生＞ 

その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施

設に影響を及ぼすおそれがあること等放射性物質

又は放射線が原子力事業所外へ放出され、又は放出

されるおそれがあり、原子力事業所周辺において、

緊急事態に備えた防護措置の準備及び防護措置の

一部の実施を開始する必要がある事象が発生する

こと。 

「その他原子炉施設以外に起因

する事象（地震、竜巻、人的行

為）」が発生し、プラントの安全

を維持する機能に不具合を引き

起こすような事象が発生した場

合 
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事
業
所
外
運
搬 

 

XSE61 

政令第４

条第４項

第４号 

共 

通 

＜事業所外運搬での放射線量の上昇＞ 

・事業所外運搬に使用する容器から 1m離れた場所に

おいて 100μSv/h 以上の放射線量が事業所外運搬

に係る通報の省令第 2 条で定めるところにより検

出されたとき。 

・計測器等 

γ線測定用サーベイメータ 

 

・測定が困難である場合にあっ

て、その状況に鑑み当該水準

が検出される蓋然性が高い場

合には、当該放射線量が検出

されたものとみなす。 

XSE62 

事業外運

搬通報基

準等省令

第３条 

＜事業所外運搬での放射性物質漏えい＞ 

・容器の特性ごとに通報すべき事業所外運搬に係る

事象等に関する省令第３条で定める放射性物質の

漏えい又は漏えいの蓋然性が高い場合 

・計測器等 

表面汚染検査計 
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３）原災法第１５条第１項に基づく原子力緊急事態 

ＥＡ

Ｌ区

分 

ＥＡ

Ｌ番

号 

政令 

又は規則 

施

設

区

分 

ＥＡＬ事象 説  明 

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出 

GE01 

政令第６

条第３項

第１号 

 

指針 

施設敷地

緊急事態

を判断す

る EAL① 

共 

通 

＜敷地境界付近の放射線量の上昇＞ 

・原災法第 11 条第１項の規定により設置された放

射線測定設備の１地点で 5μSv/h 以上のγ線が

検出され 10 分間以上継続又は２地点以上で 5μ

Sv/h以上のγ線が検出されたとき。 

・原災法第 11 条第１項の規定により設置された放

射線測定設備の全てについて 5μSv/ｈを下回っ

ている場合において、当該放射線測定設備の一又

は二以上についての数値が 1μSv/h 以上である

ときは、中性子線測定用可搬式測定器により測定

された放射線量と当該放射線測定設備における

放射線量を合算した値が 5μSv/h以上のとき。 

 （中性子線の測定は、中性子線（自然放射線によ

るものを除く。）が検出されないことが明らかと

なるまでの間、行う。） 

・原災法第 11 条第 1 項に基づく

放射線測定設備 

Ｐ－１、Ｐ－２、Ｐ－６、Ｐ－

１１、Ｐ－１３、Ｐ－１５ 

 

ただし、次の場合を除く。 

・排気筒モニタリング設備等の

測定設備及び当該測定設備に

より検出された数値に異常が

認められない場合（5μSv/ｈ

以上となっている原因を直ち

に原子力規制委員会に報告す

る場合に限る。） 

・当該数値が落雷の時に検出さ

れた場合 

GE02 

政令第６

条第４項

第１号 

 

指針 

施設敷地

緊急事態

を判断す

る EAL② 

 

規則第１

４条第 1

号チ 

＜通常放出経路での気体放射性物質の放出＞ 

・施設の排気筒その他これらに類する場所におい

て通報事象等規則第５条に基づく放射性物質の

種類に応じた緊急事態設定レベルを超える放出

があったとき。 

・濃度の測定により管理すべき空気中の放射性物

質にあっては、通報事象等規則第５条に定めら

れる放射性物質の種類又は区分に応じた空気中

濃度限度等に相当する値に、排気筒その他これ

らに類する場所における１秒間当たりの放出風

量で除して得た値に、当該放射性物質が放出さ

れる地点の特性に係る通報事象等規則別表１

（第５条関係）に基づく係数を乗じて得た値（10

分間以上継続） 

・放射能の測定により管理すべき放射性物質にあ

っては、通報事象等規則第５条に定められる放射

性物質の種類又は区分に応じた空気中濃度限度

等に相当する値に、当該放射性物質が放出される

地点の特性に係る通報事象等規則別表２（第５条

関係）に基づく係数を乗じて得た値（累積） 

・計測設備 

排気ダストモニタ 

 

・通報レベルは別途定める。 
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GE03 

政令第６

条第４項

第１号 

＜通常放出経路での液体放射性物質の放出＞ 

・施設の排水口その他これらに類する場所におい

て通報事象等規則第５条に定められる放射性物

質の種類に応じた水中濃度限度の 50 倍に相当す

る放出があったとき（10分間以上継続）。 

・各施設の排水設備において、排

水の都度、測定された放射性物

質の濃度 

 

・通報レベルは別途定める。 

GE04 

政令第６

条第３項

第２号 

 

政令第６

条第４項

第２号 

＜火災爆発等による管理区域外での放射線の放出

＞ 

・施設の内部に設定された管理区域外の場所(排気

筒、排水口その他これに類する場所を除く。)に

おいて、次に掲げる放射線量が通報事象等規則第

6条第 2項、第 3項及び第 4項で定めるところに

より検出されたとき。 

 5mSv/h 以上の放射線量(10 分間以上継続して検

出する。) 

・計測器等 

γ線測定用サーベイメータ 

 

・測定が困難である場合にあっ

て、その状況に鑑み当該の水準

が検出される蓋然性が高い場

合には、当該放射線量の水準が

検出されたものとみなす。 

GE05 

政令第６

条第３項

第２号 

 

政令第６

条第４項

第２号 

＜火災爆発等による管理区域外での放射性物質の

放出＞ 

・施設の内部に設定された管理区域外の場所(排気

筒、排水口その他これに類する場所を除く。)に

おいて、次に掲げる放射性物質が通報事象等規則

第 6 条第 2 項、第 3 項及び第 4 項で定めるとこ

ろにより検出されたとき。 

 

 当該場所におけるその放射能水準が 500μSv/h

の放射線量に相当するものとして通報事象等規則

第 6 条第 2 項で定める基準以上の放射性物質の検

出 

・計測器等 

可搬型ダスト測定装置 

 

・測定が困難である場合にあっ

て、その状況に鑑み当該の水準が

検出される蓋然性が高い場合に

は、当該放射性物質の濃度の水準

が検出されたものとみなす。 

GE06 

政令第６

条第４項

第３号 

＜施設内（原子炉外）臨界事故のおそれ＞ 

・核燃料物質が臨界状態（原子核分裂の連鎖反応が

継続している状態をいう。）にあること。 

・連鎖反応が継続しているとは

中性子線エリアモニタ又は中

性子サーベイメータにて中性

子線が継続して確認されてい

る状態をいう。 
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― 

規則 

第１４条 

第１項 

表中 チ 

＜その他原子炉施設以外に起因する事象による原

子力施設への影響＞ 

その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施

設に影響を及ぼすこと等放射性物質又は放射線が

異常な水準で原子力事業所外へ放出され、又は放出

されるおそれがあり、原子力事業所周辺の住民の避

難を開始する必要がある事象が発生すること。 

・核燃料物質等使用施設 

・廃棄物管理施設 

「原子炉施設以外に起因する事

象（地震、竜巻、テロ等）」が発

生し、プラントの安全を維持する

機能に著しい不具合を引き起こ

すような事象が発生した場合 

 

 

止
め
る 

― 

規則 

第１４条 

第１項 

表中 

ニ-（１） 

常 

陽 

＜原子炉停止機能の異常＞ 

原子炉の非常停止が必要な場合において、制御棒の

挿入（電動駆動による挿入を除く。）により原子炉

を停止することができないこと又は停止したこと

を確認することができないこと。 

原子炉の非常停止が必要な場合

において、制御棒による自動スク

ラム、手動スクラム及び励磁電源

切りによる制御棒挿入に失敗し

た場合 

中性子計装により停止したこと

が確認できない場合 

冷
や
す 

― 

規則 

第１４条 

第１項 

表中 

ニ-（２） 

＜原子炉冷却機能の異常（冷却材の漏えい）＞ 

原子炉の運転中において、原子炉を冷却する全ての

機能が喪失すること。 

原子炉の運転中において、原子炉

停止後、強制循環による除熱、す

なわち、1 次冷却系、2 次冷却系

(1 次系主モータ又はポニーモー

タ、2 次系自然循環運転)及び補

助冷却系による残留熱除去に失

敗し、さらに 1次冷却系の自然循

環による残留熱除去に失敗した

場合 

「原子炉の運転中」とは、「原子

炉冷却材温度が 260℃以上で、炉

心に照射された燃料が装荷され

ている状態」をいう（以下、この

表の常陽において同じ。）。 

― 

規則 

第１４条 

第１項 

表中 

ニ-（４） 

＜電源供給機能の異常（その 2：直流電源喪失）＞ 

原子炉の運転中に全ての非常用直流母線からの電

気の供給が停止し、かつ、その状態が 5分以上継続

すること。 

原子炉の運転中において、2系統

（C 系、D 系）全ての機能が喪失

した場合 
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― 

規則 

第１４条 

第１項 

表中 

ニ-（５） 

＜炉心冷却機能の異常（炉心損傷の検出）＞ 

炉心の損傷の発生を示す原子炉格納容器内の放射

線量又は原子炉容器内の温度を検知すること。 

燃料破損検出系の計数率が保安

規定に定める運転上の制限以上

となり、かつ、保安規定に定め

る原子炉格納容器内床上線量率

が100mSv以上又は保安規定に定

める原子炉出口冷却材温度が

550℃以上となった場合 

― 

規則 

第１４条 

第１項 

表中 

ニ-（６） 

＜停止中の原子炉に関する異常＞ 

原子炉の停止中に原子炉容器内の照射済燃料集合

体の露出を示す原子炉容器内の液位の変化その他

の事象を検知すること。 

原子炉容器内の液位が測定下限

値（原子炉容器内液位： GL-

7700mm）を下回った場合 

ただし、計画的に当該事象へ移行

する場合を除く。また、炉心燃料

集合体出口冷却材温度に変動が

ない場合は当該事象には該当し

ないと判断する。 

「液位」とは、ナトリウムの液位

をいう。 

「原子炉の停止中」とは、「原子

炉の運転中以外の状態」をいう。 

― 

規則 

第１４条 

第１項 

表中 

ニ-（７） 

＜使用済燃料貯蔵槽に関する異常＞ 

使用済燃料貯蔵槽の液位が照射済燃料集合体の頂

部から上方 2 メートルの液位まで低下すること又

は当該液位まで低下しているおそれがある場合に

おいて、当該貯蔵槽の液位を測定できないこと。 

監視カメラ等により上方 2 メー

トルの液位の位置のマーキング

と液位を比較して、液位が下回っ

た場合 

冷却水の漏えい等が発生した場

合において、線量率上昇、蒸気発

生等により液位の確認ができな

い場合 

「液位」とは水の液位をいう。 

閉
じ
込
め
る 

― 

規則 

第１４条 

第１項 

表中 

ニ-（３） 

＜原子炉格納容器機能の異常＞ 

原子炉格納容器内の圧力又は温度が当該格納容器

の設計上の最高使用圧力又は最高使用温度に達す

ること。 

以下の最高使用圧力又は最高使

用温度に達した場合  

①最高使用圧力 1.35kg/cm2g 

②最高使用温度 150℃ 
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― 

規則 

第１４条 

第１項 

表中 

ニ-（９） 

＜障壁の喪失＞ 

燃料被覆管の障壁及び原子炉冷却系の障壁が喪失

した場合において、原子炉格納容器の障壁が喪失す

るおそれがあること。 

原子炉の運転中において、燃料

被覆管障壁及び原子炉冷却系障

壁が喪失し、かつ、原子炉格納

容器障壁が喪失するおそれがあ

る場合 
ここで、「原子炉格納容器障壁が

喪失するおそれ」は、以下のい

ずれか一つが該当した場合とす

る。 
・原子炉格納容器圧力 

1.35kg/cm2g 以上 
・原子炉格納容器内温度 

150℃以上 

そ
の
他
脅
威 

― 

規則 

第１４条 

第１項 

表中 

ニ-（８） 

＜原子炉制御室等に関する異常＞ 

原子炉制御室及び原子炉制御室外からの原子炉を

停止する機能又は原子炉から残留熱を除去する機

能が喪失すること。 

原子炉施設に何らかの異常が発

生した場合において、原子炉制御

室及び原子炉制御室外からの原

子炉を停止する機能又は原子炉

から残留熱を除去する機能が喪

失した場合 

ただし、原子炉停止後 60日以上

経過後を除く。 

「原子炉制御室」とは、中央制

御室のことをいう。 

「原子炉施設に何らかの異常が

発生した場合」とは、原子炉で

異常な過渡変化等が発生した場

合をいう。 

― 

規則 

第１４条 

第１項 

表中 

ニ-（９） 

＜その他原子炉施設以外に起因する事象による原

子力施設への影響＞ 

その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施

設に影響を及ぼすこと等放射性物質又は放射線が

異常な水準で原子力事業所外へ放出され、又は放出

されるおそれがあり、原子力事業所周辺の住民の避

難を開始する必要がある事象が発生すること。 

「原子炉施設以外に起因する事

象（地震、竜巻、テロ等）」が発

生し、プラントの安全を維持する

機能に著しい不具合を引き起こ

すような事象が発生した場合 
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止
め
る
・
冷
や
す 

― 

規則 
第 14 条 
第 1 項 
表中 

ホ-（1） 

Ｈ
Ｔ
Ｔ
Ｒ 

＜原子炉停止機能の全て喪失かつ冷却機能の全て 

喪失＞ 

原子炉の非常停止が必要な場合において、原子炉

を停止する全ての機能が喪失し、かつ、原子炉を冷

却する全ての機能が喪失すること。 

 

原子炉の非常停止が必要な場合

であって、制御棒及び後備停止系

（バックアップスクラム系）によ

って原子炉を停止できず、主冷却

系と非常用冷却系が同時に停止

した場合であって、「原子炉圧力

容器上鏡温度高」警報が発報し、

原子炉格納容器の障壁が喪失し

た場合 

・「原子炉格納容器の障壁が喪

失」とは、原子炉運転中に原子

炉冷却系障壁喪失後の原子炉

格納容器内圧力が静定圧力で

ある 0.25MPaを下回り、さらに

下降傾向にある場合をいう 

（以下、この表の HTTR において

同じ。）。 

・「原子炉運転中」とは、制御棒

の引抜きを開始した時点から

全制御棒の挿入を完了するま

でをいう。ただし、制御棒位置

校正試験、制御棒動作確認試

験、燃料交換等において制御棒

を引き抜く場合等は除く。 

冷
や
す 

― 

規則 
第 14 条 
第 1 項 
表中 

ホ-（2） 

＜使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失＞ 

 使用済燃料貯蔵槽の水位を維持できない場合に

おいて当該貯蔵槽の水位を復帰できないこと。 

・「使用済燃料貯蔵槽」とは、原

子炉建家内使用済燃料貯蔵プ

ールをいう。 

・「水位を復帰できない」とは、

使用済燃料貯蔵中に使用済燃

料貯蔵プール水位が、通常水位

-1.0m を計測してから、5 日以

内に水位が復帰できない場合

をいう。 

閉
じ
込
め
る 

― 

規則 
第 14 条 
第 1 項 
表中 

ホ-（2） 

＜３つの障壁喪失＞ 

 燃料被覆管障壁及び原子炉冷却系障壁が喪失し

た場合において、原子炉格納容器の障壁が喪失する

こと。 

・「燃料被覆管障壁が喪失」とは、

原子炉運転中に 1 次冷却材放

射能計装により、被覆燃料粒子

の被覆層破損率 1％に相当す

る 0.07MBq/㎝ 3 を検出した場

合をいう。 

・「原子炉冷却系障壁が喪失」と

は、原子炉運転中に「C/V圧力

高 C/V隔離」警報により工学

的安全施設である原子炉格納

容器が隔離された場合をいう。 

そ
の
他
脅
威 

― 

規則 
第 14 条 
第 1 項 
表中 

ホ-（2） 

＜屋内退避を開始する必要がある事象発生＞ 

 その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉

施設に影響を及ぼすこと等放射性物質又は放射線

が異常な水準で原子力事業所外へ放出され、又は放

出されるおそれがあり、原子力事業所周辺の住民の

屋内退避を開始する必要がある事象が発生するこ

と。 

・「その他原子炉施設以外に起因

する事象」とは、HTTR外部から

の自然現象の影響や人的行為

によって、プラントの安全を維

持する機能に不具合を引き起

こすような事象をいう。 

・「屋内退避を開始する必要があ

る事象」とは、影響範囲が敷地

外に及ぶと原子力防災管理者

が判断した事象をいう。 
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止
め
る
・
冷
や
す 

― 

規則 
第 14 条 
第 1 項 
第 1 号 
表中 

ホ-（1） 

Ｊ
Ｍ
Ｔ
Ｒ 

＜停止機能及び冷却機能の喪失＞ 
原子炉の非常停止が必要な場合において、原子炉

を停止する全ての機能が喪失し、かつ、原子炉を冷

却する全ての機能が喪失すること。 

原子炉の非常停止が必要な場合

において、原子炉を停止する全

ての機能が喪失し、かつ原子炉

を冷却する全ての機能が喪失す

ること。 

冷
や
す 

― 

規則 
第 14 条 
第 1 項 
第 1 号 
表中 

ホ-（2） 

＜炉心損傷のおそれ＞ 
炉心に燃料要素が装荷されている状態で、燃料

要素の冠水が維持できないこと。 

炉心に燃料要素が装荷されてい

る状態で、燃料要素の冠水が維

持できない場合 

― 

規則 
第 14 条 
第 1 項 
第 1 号 
表中 

ホ-（2） 

＜停止中の原子炉冷却機能の完全喪失＞ 
原子炉の停止中に圧力容器内の水位が非常用

炉心冷却装置（当該原子炉へ低圧で注水するもの

に限る。）が作動する水位まで低下した場合にお

いて、全ての非常用炉心冷却装置等による注水が

できないこと。 

原子炉停止中に、炉心に燃料要

素が装荷された状態で、炉心液

面が-3000mm に達し、かつ、純

水補給設備等による給水ができ

ない場合 
・「原子炉の停止中」とは、「原子

炉の運転中以外の状態」をい

う。 

・「原子炉運転中」とは、「保安規

定に定める「運転開始命令」が

出された後から、保安規定に定

める「運転停止後の措置」が確

認されるまでの間」をいう（以

下、この表の JMTR において同

じ）。 

― 

規則 
第 14 条 
第 1 項 
第 1 号 
表中 

ホ-（2） 

＜使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失・放射線放出＞ 
使用済燃料貯蔵施設の水位が基準水位から２

メートル低下すること又は当該水位まで低下し

ているおそれがある場合において、当該貯蔵施設

の水位を測定できないこと。 

基準水位から-2000mm に達し

た場合又は当該貯蔵施設の水位

を維持できていないおそれがあ

る場合において、直接的又は間

接的な手段によって当該貯蔵施

設の水位を測定できない場合

に、純水補給設備等による給水

ができない場合 

閉
じ
込
め
る 

― 

規則 
第 14 条 
第 1 項 
第 1 号 
表中 

ホ-（2） 

＜2 つの障壁喪失及び 1 つの障壁の喪失＞ 
燃料被覆の障壁及び原子炉冷却系の障壁が喪

失した場合において炉室内の負圧が喪失するこ

と。 

原子炉の運転中に、以下の障壁

が喪失したとき。 
①燃料被覆障壁の喪失し、かつ原

子炉冷却系障壁の喪失及び炉

室内の負圧が喪失した場合 
・燃料破損検出系が作動し、水漏

れ監視プログラム発報、漏水検

知器発報及び排水貯槽の上昇

を確認した状態で炉室内負圧

値が 59Pa以下になった場合 
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そ
の
他
脅
威 

― 

規則 
第 14 条 
第 1 項 
第 1 号 
表中 

ホ-（2） 

＜屋内退避を開始する必要がある事象発生＞ 
その他原子炉施設以外に起因する事象が原子

炉施設に影響を及ぼすこと等放射性物質又は放

射線が異常な水準で原子力事業所外へ放出され、

又は放出されるおそれがあり、原子力事業所周辺

の住民の屋内退避を開始する必要がある事象が

発生すること。 

「その他原子炉施設以外に起因

する事象（地震、竜巻、人的行

為）」が発生し、プラントの安全

を維持する機能に著しい不具合

を引き起こすような事象が発生

し、原子力事業所周辺の住民の

屋内退避を開始する必要がある

場合 

・「屋内退避を開始する必要があ

る事象」とは、影響範囲が敷地

外に及ぶと原子力防災管理者

が判断した事象をいう。 

事
業
所
外
運
搬 

XGE61 

政令第６

条第３項

第３号 

共 

通 

＜事業所外運搬での放射線量の上昇＞ 

・事業所外運搬に使用する容器から 1m 離れた場所

において 10mSv/h 以上の放射線量が事業所外運

搬に係る通報の省令第 2 条で定めるところによ

り検出されたとき。 

・計測器等 

γ線測定用サーベイメータ 

 

・測定が困難である場合にあっ

て、その状況に鑑み当該水準が

検出される蓋然性が高い場合

には、当該放射線量が検出され

たものとみなす。 

XGE62 

事業外運

搬通報基

準等省令

第４条 

＜事業所外運搬での放射性物質漏えい＞ 

・容器の特性ごとに通報すべき事業所外運搬に係

る事象等に関する省令第 4 条で定める放射性物質

の漏えい又は漏えいの蓋然性が高い場合 

・計測器等 

可搬型ダスト測定装置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

23 
 

 

 

４）通報・連絡様式 

           警戒事態該当事象発生連絡        （第  報） 

 備考 この用紙の大きさは、日本工業規格 A４とする。 

  年  月  日 

原子力規制委員会、都道府県知事、市町村長 殿 

 

 

                         通報者名           

連絡先            

 

警戒事態該当事象の発生について、 原子力災害対策指針に基づき連絡しま

す。 

原子力事業所の名称及び場所 
 

 

警戒事態該当事象の発生箇所  

警戒事態該当事象の発生時刻  （24時間表示） 

発
生
し
た
警
戒
事
態
該
当
事
象
の
概
要 

警戒事態該当事象の種類  

想定される原因  

検出された放射線量の状

況、 

検出された放射性物質の

状況又は主な施設・設備

の状態 

 

その他警戒事態該当事象の把握

に参考となる情報 
 

警戒事態該当事象連絡 
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警戒事態該当事象発生後の経過連絡        （第  報） 

  年  月  日 

原子力規制委員会、都道府県知事、市町村長 殿 

 

通報者名             

 

連絡先              

 

 

 

原子力災害対策指針に基づき、警戒事態該当事象発生後の経過を以下のとおり連絡しま

す。 

原子力事業所の名称及び場所  

警戒事態該当事象の発生箇所（注

１） 
 

警戒事態該当事象の発生時刻（注

１） 
（２４時間表示） 

警戒事態該当事象の種類（注１）  

発生事象と対応の概要（注２） 

（対応日時、対応の概要） 

 

その他の事項の対応（注３）  

備考 この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

 （注１）最初に発生した警戒事態該当事象の発生箇所、発生時刻、種類について記載する。 

 （注２）設備機器の状況、故障機器の応急復旧、拡大防止措置等の時刻、場所、内容について発生時

刻順に記載する。 

 （注３）緊急時対策本部等の設置状況、被ばく患者発生状況等について記載する。 

警戒事態該当事象 

発生後の経過連絡 
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            特定事象発生通報          （第  報） 

  

  年  月  日 

内閣総理大臣、原子力規制委員会、 

都道府県知事、市町村長 殿 

 

 

 

                       通報者名           

連絡先            

 

 

特定事象の発生について、原子力災害対策特別措置法第１０条第１項の規定

に基づき通報します。 

原子力事業所の名称 

及び場所 

 

 

特定事象の発生箇所  

特定事象の発生時刻  （24時間表示） 

発
生
し
た
特
定
事
象
の
概
要 

特定事象の種類  

想定される原因 

 

 

 

 

検出された放射線量

の状況、検出された

放射性物質の状況又

は主な施設・設備の

状態等 

 

 

 

 

 

 

 

その他特定事象の把握に

参考となる情報 

 

 

 

   備考 この用紙の大きさは、日本工業規格 A４とする。 

 

第 10 条通報 □第 10条事象発生 

□第 15条事象発生 

□電離放射線障害防止規則（第 7条の 2第 2項各号）に掲げる場合に該当 
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             特定事象発生通報          （第  報） 

 
  年  月  日 

内閣総理大臣、原子力規制委員会、国土交通大臣、 

都道府県知事、市町村長 殿 

 

 

 

                       通報者名           

連絡先            

 

 

事業所外運搬に係る特定事象の発生について、原子力災害対策特別措置法第

１０条第１項の規定に基づき通報します。 

原 子 力 事 業 所 の 名 称 及 び 場 所 
 

 

特 定 事 象 の 発 生 箇 所  

特 定 事 象 の 発 生 時 刻  （24時間表示） 

発
生
し
た
特
定
事
象
の
概
要 

特 定 事 象 の 種 類  

想 定 さ れ る 原 因 

 

 

 

 

検出された放射線量の状況、検出

された放射性物質の状況又は主な

施設・設備の状態等 

 

 

 

 

 

 

 

その他特定事象の把握に参考となる情

報 

 

 

 

   備考 この用紙の大きさは、日本工業規格 A４とする。 
 

第 10 条通報 □第 10条事象発生 

□第 15条事象発生 

□電離放射線障害防止規則（第 7条の 2第 2項各号）に掲げる場合に該当 
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応急措置の概要           （第  報） 
               年  月  日 

内閣総理大臣、原子力規制委員会、 
都道府県知事、市町村長 殿 

 
報告者名              
連絡先               

 
原子力災害対策特別措置法第２５条第２項の規定に基づき応急措置の概要に

ついて、以下のとおり報告します。 

原子力事業所の名称及び場所  

特定事象の発生箇所（注１）  
特定事象の発生時刻（注１） （２４時間表示） 
特定事象の種類（注１）  

発生事象と対応の概要（注２） 

（対応日時、対応の概要） 

その他の事項の対応（注３）  
備考 この用紙の大きさは、日本工業規格 A４とする。 

（注１）最初に発生した特定事象の発生箇所、発生時刻、種類について記載する。 
   （注２）設備機器の状況、故障機器の応急復旧、拡大防止措置等の時刻、場所、 

内容について発生時刻順に記載する。 
   （注３）緊急時対策本部等の設置状況、被ばく患者発生状況等について記載する。 
 

 

 

第２５条報告 
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応急措置の概要         （第  報） 
               年  月  日 

内閣総理大臣、原子力規制委員会、国土交通大臣、 
都道府県知事、市町村長 殿 

 
報告者名              
連絡先               

 
 

事業所外運搬に係る特定事象の発生について、原子力災害対策特別措置法第２

５条第２項の規定に基づき応急措置の概要について、以下のとおり報告します。 
原子力事業所の名称及び場所  
特定事象の発生箇所（注１）  

特定事象の発生時刻（注１） （２４時間表示） 

特定事象の種類（注１）  

発生事象と対応の概要（注２） 

（対応日時、対応の概要） 

その他の事項の対応（注３）  
備考 この用紙の大きさは、日本工業規格 A４とする。 

（注１）最初に発生した特定事象の発生箇所、発生時刻、種類について記載する。 
    （注２）設備機器の状況、故障機器の応急復旧、拡大防止措置等の時刻、場所、 
       内容について発生時刻順に記載する。 
    （注３）緊急時対策本部等の設置状況、被ばく患者発生状況等について記載 

する。 
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２．施設等の設置場所 

 １）緊急時対策所 

・大洗研究開発センター内 

   

 ２）原子力事業所災害対策支援拠点 

   ・原子力機構原子力科学研究所 

   ・原子力機構核燃料サイクル工学研究所 

         

３）原子力施設事態即応センター 

・原子力機構本部内 

  


